
【様式第1号】

自治体名：塩尻市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 157,244,127   固定負債 65,749,562

    有形固定資産 152,505,837     地方債等 41,902,281

      事業用資産 60,065,471     長期未払金 599,035

        土地 27,667,116     退職手当引当金 3,653,401

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 340,385

        立木竹 3,400,893     その他 19,254,459

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 6,515,077

        建物 62,414,220     １年内償還予定地方債等 5,144,862

        建物減価償却累計額 -35,119,805     未払金 453,482

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 7,097,825     前受金 16,171

        工作物減価償却累計額 -5,472,001     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 370,521

        船舶 -     預り金 379,210

        船舶減価償却累計額 -     その他 150,831

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 72,264,638

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 163,500,040

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -67,908,167

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 77,222

      インフラ資産 88,337,663

        土地 7,472,477

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,819,923

        建物減価償却累計額 -2,778,290

        建物減損損失累計額 -

        工作物 161,421,411

        工作物減価償却累計額 -83,567,760

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 969,903

      物品 15,510,980

      物品減価償却累計額 -11,408,277

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 89,252

      ソフトウェア 42,443

      その他 46,809

    投資その他の資産 4,649,038

      投資及び出資金 391,258

        有価証券 26,117

        出資金 365,141

        その他 -

      長期延滞債権 244,518

      長期貸付金 510,870

      基金 3,533,181

        減債基金 -

        その他 3,533,181

      その他 -

      徴収不能引当金 -30,789

  流動資産 10,612,385

    現金預金 3,949,506

    未収金 380,681

    短期貸付金 -

    基金 6,255,913

      財政調整基金 5,599,070

      減債基金 656,843

    棚卸資産 4,457

    その他 25,784

    徴収不能引当金 -3,957

  繰延資産 - 純資産合計 95,591,873

資産合計 167,856,511 負債及び純資産合計 167,856,511

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：塩尻市

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 40,074

    その他 23,922

純行政コスト 38,290,463

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 631

  臨時利益 63,996

  臨時損失 201,109

    災害復旧事業費 152,090

    資産除売却損 48,388

    使用料及び手数料 3,314,193

    その他 1,097,449

純経常行政コスト 38,153,350

      社会保障給付 5,123,599

      その他 14,752

  経常収益 4,411,642

        その他 335,092

    移転費用 21,940,518

      補助金等 16,802,167

      その他の業務費用 736,163

        支払利息 374,008

        徴収不能引当金繰入額 27,063

        維持補修費 624,552

        減価償却費 6,198,904

        その他 276,498

        その他 1,750,810

      物件費等 13,466,351

        物件費 6,366,398

        職員給与費 3,997,951

        賞与等引当金繰入額 366,234

        退職手当引当金繰入額 306,964

  経常費用 42,564,992

    業務費用 20,624,474

      人件費 6,421,960

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：塩尻市

会計：全体会計 （単位：千円）

科目 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 95,549,229 166,466,555 -70,917,326 -

  純行政コスト（△） -38,290,463 -38,290,463 -

  財源 38,451,699 38,451,699 -

    税収等 25,307,353 25,307,353 -

    国県等補助金 13,144,346 13,144,346 -

  本年度差額 161,236 161,236 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,847,921 2,847,921

    有形固定資産等の増加 3,652,068 -3,652,068

    有形固定資産等の減少 -6,681,871 6,681,871

    貸付金・基金等の増加 1,685,199 -1,685,199

    貸付金・基金等の減少 -1,503,317 1,503,317

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -118,593 -118,593

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 2 0 1

  本年度純資産変動額 42,644 -2,966,514 3,009,159 -

本年度末純資産残高 95,591,873 163,500,040 -67,908,167 -

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：塩尻市

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 394,940

本年度歳計外現金増減額 -15,730

本年度末歳計外現金残高 379,210

本年度末現金預金残高 3,949,506

財務活動収支 -2,711,924

本年度資金収支額 33,541

前年度末資金残高 3,536,756

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 3,570,296

    地方債等償還支出 5,179,357

    その他の支出 155,685

  財務活動収入 2,623,118

    地方債等発行収入 2,623,118

    その他の収入 -

    資産売却収入 88,431

    その他の収入 462,728

投資活動収支 -2,543,015

【財務活動収支】

  財務活動支出 5,335,042

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,866,194

    国県等補助金収入 313,594

    基金取崩収入 789,565

    貸付金元金回収収入 2,211,876

  投資活動支出 6,409,209

    公共施設等整備費支出 3,795,874

    基金積立金支出 405,716

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 2,207,619

    災害復旧事業費支出 152,090

    その他の支出 411

  臨時収入 3,187

業務活動収支 5,288,480

【投資活動収支】

    税収等収入 24,256,287

    国県等補助金収入 12,991,853

    使用料及び手数料収入 3,321,331

    その他の収入 1,098,015

  臨時支出 152,501

    移転費用支出 21,964,239

      補助金等支出 16,825,888

      社会保障給付支出 5,123,599

      その他の支出 14,752

  業務収入 41,667,486

    業務費用支出 14,265,453

      人件費支出 6,271,891

      物件費等支出 7,301,100

      支払利息支出 374,008

      その他の支出 318,454

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 36,229,692
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

  ① 有形固定資産・・・取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

   イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

   （ア）取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

   （イ）取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価格１円としています。 

  ② 無形固定資産・・・取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

   イ 取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

   なお、一部の連結対象団体（塩尻市水道事業会計、塩尻市下水道事業会計、塩尻市農業集落排水事業 

  会計）においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的以外の有価証券 

   ア 市場価格のないもの・・・取得原価 

  ② 出資金 

   ア 市場価格のないもの・・・出資金額 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

  ① 貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

   ア 建物・・・１５年～５０年 

   イ 工作物・・１０年～５０年 

   ウ 物品・・・５年～１５年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

  ③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及び 

リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

  ① 徴収不能引当金 

   ア 未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

   イ 長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

   ウ 長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 
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    ただし、一部の連結対象団体（塩尻市水道事業会計、塩尻市下水道事業会計、塩尻市農業集落排水事 

   業会計）においては、過去３年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

  ② 退職手当引当金 

    期末自己都合要支給額を計上しています。 

  ③ 損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失保証債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に 

規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 ④ 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につい 

て、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（６）リース取引の処理方法 

  ① ファイナンス・リース取引 

   ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が 

３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

     通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

   イ ア以外のファイナンス・リース取引 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

    ただし、一部の連結対象団体（塩尻市水道事業会計、塩尻市下水道事業会計、塩尻市農業集落排水事 

業会計）においては、すべて通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

  ② オペレーティング・リース取引 

    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

（７）全体資金収支計算書における資金の範囲 

   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

   なお、現金及び現金同等物等には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んで 

います。 

（８）消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（塩尻市水道事業会計、塩尻市水道事業会計、塩尻市農業集落排水事業会 

計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失保証債務負担の状況 

   他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 

単位：千円 

団体（会計）名 
損失補償 

債務額 

履行すべき額が確定していない 

損失保証債務等 
総額 

損失補償等 

引当金計上額 

貸借対照表 

未計上額 

（一財）塩尻市振興公社 80,288 72,259 8,029 80,288 

（一社）塩尻市森林公社 15,000 13,500 1,500 15,000 
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３ 追加情報 

（１）連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 

塩尻市国民健康保険事業特別会計 特別会計 全部連結 

塩尻市介護保険事業特別会計 特別会計 全部連結 

塩尻市国民健康保険楢川診療所事業特別会計 特別会計 全部連結 

塩尻市後期高齢者医療事業特別会計 特別会計 全部連結 

塩尻市水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

塩尻市下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

塩尻市農業集落排水事業会計 地方公営企業会計 全部連結 

   連結の方法は次のとおりです。 

① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

（２）出納整理期間 

   地方自治法第 235条の 5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整 

理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、 

出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。 

（３）表示単位未満の取扱い 

   千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

（４）売却可能資産の範囲及び内訳 

  ① 範囲 

    売却が既に決定している、または売却予定とされている資産 

②  内訳 

   ア 事業用土地・・・824,335千円 

   イ 事業用建物・・・749千円 

   ※ 令和６年３月３１日時点における売却可能資産を記載しています。 

   ※ 上記金額は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
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①有形固定資産の明細 （単位：千円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

60,065,471

27,667,116

3,400,893

27,294,415

1,625,824

-

-

-

-

77,222

88,337,663

7,472,477

2,041,633

77,853,651

-

969,903

4,102,703

152,505,8371,491,664 6,416,995合計 81,753,258 34,812,022 5,319,459 15,143,900 7,568,539

- -

 物品 2,293,782 573,718 30,241 896,214 35,872 66,219 206,657

　　建設仮勘定 828,424 - - 126,882 14,597

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 65,747,275 - - 12,106,376 -

- -

　　建物 1,751,440 - - 290,193 - - -

　　土地 7,173,118 - - 299,359 -

4,620 -

 インフラ資産 75,500,257 - - 12,822,810 14,597 - -

　　建設仮勘定 18,812 44,330 9,460 - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

262,073 1,303,626

　　工作物 64,770 572,419 17,234 63,734 52,713 854,364 590

　　建物 1,814,332 17,745,791 4,177,670 301,029 1,689,894

304,388 4,906,122

　　立木竹 110 - - - 3,400,783 - -

　　土地 2,061,195 15,875,764 1,084,854 1,060,113 2,374,680

合計

 事業用資産 3,959,219 34,238,304 5,289,218 1,424,876 7,518,070 1,425,445 6,210,338

6,021,912 152,505,837

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 288,428,524 4,159,095 1,735,650 290,851,969 138,346,133

- 969,903

 物品 15,113,467 484,576 87,063 15,510,980 11,408,277 607,176 4,102,703

　　建設仮勘定 1,167,817 386,792 584,706 969,903 -

3,540,729 77,853,651

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 159,604,620 1,937,390 120,599 161,421,411 83,567,760

- 7,472,477

　　建物 4,819,923 - - 4,819,923 2,778,290 140,343 2,041,633

　　土地 7,444,206 28,271 - 7,472,477 -

- 77,222

 インフラ資産 173,036,566 2,352,453 705,305 174,683,714 86,346,050 3,681,072 88,337,663

　　建設仮勘定 366,833 76,617 366,228 77,222 -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

1,630,977 27,294,415

　　工作物 6,921,856 175,969 - 7,097,825 5,472,001 102,687 1,625,824

　　建物 62,074,536 895,962 556,278 62,414,220 35,119,805

- 27,667,116

　　立木竹 3,271,549 129,345 - 3,400,893 - - 3,400,893

　  土地 27,643,719 44,173 20,776 27,667,116 -

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 100,278,492 1,322,066 943,282 100,657,276 40,591,806 1,733,664 60,065,471

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
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